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第 10回とちぎ地域・自治フォーラム開催 
  ２月４日(日)午後栃木市国府公民館に

おいて第 10回とちぎ地域･自治フォーラ

ムを開催しました。社会保障の改悪が続

くなかで関心が高く、常連の議員さんが

２月議会の準備や３月、４月の中間選挙を

控えて参加が少なかったにもかかわらず、

医療･介護関係者や群馬県館林市からの参加

者もあり４０名近くの参加がありました。 

○ 第１部 講演 

 講演①は、芝田英昭立教大学教授が「『我

が事・丸ごと』地域共生社会のねらいと地

域･自治体の課題」をテーマに講演しました。 

 昨年５月に成立した「地域包括ケアシス

テムの強化のための介護保険法等の一部を

改正する法律」で 31の法律が改正され、な

かでも基本法の社会福祉法の４条が改正さ

れ、社会保障は主に地域住民が担うものと

して、生存権を公的責任のもとに具現化し

た社会保障制度の基盤を揺るがす重大な誤

謬を犯しかねなく、憲法２５条の破壊が進

んでいると指摘。 

 自助・共助を強調する地域共生社会の強

制の先には、自由民主党の「日本国憲法改

正草案」［2012］の前文で「日本国民

は、････和を尊び、家族や社会全体が互い

に助け合って国家を形成する」と自助・互

助を謳っている憲法改正に繋がってくると

指摘されました。 

 さらに、共生型サービスの創設は、介護

保険法と障害者総合支援の一元化の第一歩

となることや、介護保険に一部３割自己負
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担が導入されたが、３割負担を標準として、

２割、１割負担を軽減負担としていく可能

性が高いことなどを指摘しました。 

 また、地域共生社会は住民同士が相互に

監視しあう国民監視国家とも親和性があり、

戦前の相互扶助組織であった隣組制度も想

起させると指摘。 

 しかし、こうした「暗い」見通しのなか

だからこそ、地域における住民共同の運

動・実践が介護保険における訪問介護事業

を生み出し、保育所の増設、老人医療無料

化が国の制度につながったことなどもあり、

地域における住民共同の運動・実践がます

ます必要であると指摘。 

 自治体が民間に委託する相談事業等には

民主的な団体や関係者が積極的にかかわり

地域から実績を積み上げていくことの重要

性を強調されました。 

 講演②は、太田正作新学院大学名誉教授

（研究所副理事長）が ｢地域医療構想でど

うなる栃木の医療･介護｣をテーマに講演さ

れました。 

栃木の地域医療構想では、病床の機能分

化・連携を進めるため４つの医療機能ごと

に 2025年の医療需要と病床の必要量を推 

計しているが、国の方針そのままに病床数

の削減（現状比 国▲11.8%、県▲11.6％）

を目標にしていると指摘。国は、ガイドラ

インや基本方針にもとづき都道府県を介し

て国の政策や意向を具体化しようとしてお

り、都道府県の役割・機能が強化されてき

ているので、京都府のように独自の推計で

病床数の維持を図っているところもあり、

機能強化された都道府県の対応いかんでは

国の社会保障費削減に対する防波堤の役割

を果たすことができるのではないかと指摘

されました。 

○第２部は、太田正副理事長をコーディネ

ーターに参加者と意見交換をしました。 

 

 ■書籍の注文は、とちぎ研究所事務局までメール・FAXで。送料無料です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３ 

 

 第 15期とちぎ自治講座② 2017年 11月 16日  

社会教育施設（公民館）のあり方と民間委託で問われているもの 

               千葉大学名誉教授  長澤成次 
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はじめに 

〇 栃木と私とのつながり 

最初に栃木と私とのつながりで少しお話

をしたいと思います。実は私の父は栃木の

生まれで下都賀郡野木村でした。明治 38年

生まれです。野木村の尋常小学校を出たあ

と東京・浅草の傘屋さんに丁稚奉公に出ま

した。３年くらい働いて 15から国鉄に勤め、

東京・田端機関区で定年の 55まで働き、そ

のあともいろいろ働いて 89で亡くなりまし

た。今も父の墓は古河から少し行った光明

寺というところにあります。母は群馬県の

渡良瀬川流域の邑楽郡海老瀬村というとこ

ろの出身でした。父は足尾鉱毒事件の話を

よくしてくれて、よく覚えております。と

いうことで私と栃木というのは深いつなが

りといいますかありまして、今回このよう

な機会を与えていただいて、大変うれしく

思っているところです。 

それからもう一つは、私は千葉大学教育

学部の学生の時に恩師の福尾武彦先生の研

究室で社会教育を学びまして、そのあと名

古屋大学の大学院に７年程いて、その後母

校に戻り、昭和 59年から 33年間千葉大学

に在籍しました。その福尾先生が亡くなら

れた後、ご自宅から本だとかいろんなもの

を奥様からいただいた中に、栃木県小山市

の公民館についての手書きの分厚い原稿が

出てきたんです。私はそれに大変関心を持

ちまして、亡くなられた後でしたけれど

も、福尾先生の遺志を継いで何とかこれを

公刊したいということで、印刷にだしたも

のが今日持って来ました「小山市公民館の

成立と展開 1958」という冊子です。1958年

（昭和 33年）ですので、今から 60年近く
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前ですけれども、福尾先生が当時学生と一

緒にこの小山に入って調査をされた非常に

興味深いもので、公民館というものが地域

のいろんな運動と結びついて展開されてい

ったということがよく書かれています。私

たちが社会教育を考えるときに、市民の運

動とか市民の活動と施設が繋がっていくと

いうことがすごく重要だと思います。 

ご存知のように教育委員会は最初は公選

制でした。1948 年の旧教育委員会法という

のは公選制でしたが，それが 1956年に、国

会に警官隊を導入して強行採決をして，任

命制に変えたわけです。ですからこの段階

で教育委員会制度の生命というものは奪わ

れたというくらいの出来事でした。そして

３年前，2014 年にさらに地方教育行政法が

改悪されました。首長が議会の同意を得て

教育長を任命する、それから首長と教育委

員会から構成される総合教育会議がその自

治体の教育大綱を決めるというものに改悪

されました。今までは、教育長は教育委員

会が任命していたわけです。委員会制度と

いうのはどんな委員会でもトップは委員長

です。だから教育委員会を代表するのは教

育委員長だったわけです。それが 2014年の

法改正で教育委員長と教育長を合体して、

新教育長制度を作り、その教育長は首長が

任命するということで、教育への首長の支

配といいますか、影響力を非常に強めると

いうことをやったわけです。大変な問題だ

というふうに思っています。さらに新しい

制度の教育長の任期が３年間なんです。首

長は４年ですから、首長は自分が選んだ教

育長を自分の任期の間に１回交代させるこ

とができるんです。だから教育長が首長の

言うことを聞かなければならないみたいな

仕組みをつくられたんです。 

私は 1951年生まれですから、当時の公選

制の教育委員会というのは一体どういうも

のだったのかというのはよく分らないんで

すけれども、この福尾先生の調査で初めて

知りました。この本に第 1 回の公選制の教

育委員会の名簿があります。昭和 28年です

けれども、５人の委員の方が出ているんで

す。生まれが明治32年、明治41年、大正8

年、明治 23 年、明治 22 年とかです。改め

て思ったんですけれども、最初の公選制の

第 1 回の時の教育委員ってやっぱり明治生

まれの方が多かったんだと、つまらないと

ころに感動しています。こうやって公選制

という住民が選んで教育を進めていこうと

した歴史を私たちはいろんな方達に伝えて

いくことが必要だと思います。 

それで図書館、博物館というのは戦前か

らあるのはご存知かと思いますが、公民館

というのは戦後生まれの社会教育施設です。

岩手県の現在の奥州市の水沢というところ

では戦前から公民館という建物がありまし

たけれども、基本的には戦後の生まれです。

昭和 21年から公民館がずっとできていきま

す。大体 3万 5000ぐらいまで行くんですけ

れども、今公民館はどんどん減ってきてい

まして、全国では 1万 4000を切っているく

らいに減っています。ピークは 1999年だっ

たと思います。 

戦後公民館が生まれてきたとき、昭和 27

年に全国で最初の公民館大会というのが福

島県の飯坂温泉で開かれました。昭和 28年

の第２回大会は栃木県の日光で開催されま

した。ということは、栃木県というのは日

本の中でも公民館活動が大変盛んであった

というところです。そういうところで非常

に力のある職員の方達も沢山いらっしゃっ

たというようなところだったと思います。 
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○ 日本国憲法施行 70 年・教育基本法 70

年・文部次官通牒「公民館の設置運営につ

いて」71年。 

今年は日本国憲法が施行されて 70年とい

う節目の年になります。そして教育基本法

も施行されて 70年です。それから文部省が

公民館の設置を呼びかけた文部次官通牒

「公民館の設置運営について」というのが

ありますが、これは昭和21年でしたので71

年達っています。今年はそういう大変節目

の年だと思います。 

○ ＮＨＫ首都圏ネットワーク「公民館と

憲法」（2017年 5月 2日放送） 

ＮＨＫが今年の５月２日に「首都圏ネッ

トワーク」というところで「公民館と憲法」

という番組を放送しました。これは６分く

らいの番組ですけれども、今でもインター

ネットで見ることができますので、私もち

ょっと出るんですけども、是非見ていただ

ければと思います（※１）。それから 11月３

日にはＮＨＫ「持論公論」という解説委員

室の番組ですけども「いま国民が憲法を議

論する場は」というのを放送しました。こ

れもインターネットで見られます（※2）。

今ＮＨＫの中でも良心的な人達がいろいろ

頑張っているということがあります。 

【事務局注】 

※１ https://www.nhk.or.jp/shutoken/ 
  miraima/articles/00771.html 
※2 http://www.nhk.or.jp/kaisetsu-blog/ 
 100/283369.html 

○ 憲法普及に果たした公民館の役割 

公民館と憲法はどういう関係にあったか

ということです。憲法が昭和 21年に公布さ

れ、翌年施行されるわけですけれども、公

布されて以降文部省は公民館をもとに憲法

普及をしていこうというふうにやるんです。

文部省は昭和 22 年１月 20 日、憲法が公布

されているけれどもまだ施行されていない

段階で「新憲法発布記念公民館設置奨励に

ついて」というを文書を出しています。こ

こで「・・今般、本省に於ては、新憲法公

布の目的を達成せるために、全国各町村に、

新憲法精神普及講座を委嘱開設して、一般

国民に対して強力にその精神の解明浸透を

計ると共に、尚この機会に、町村民に対し

新憲法の精神を日常生活に具現するための

恒久的施設として特に適当なる町村を選ん

で、公民館の設置を促進し、之が活動を積

極的に助成することとなり・・・」（＊長澤

成次稿「「新憲法の精神を日常生活に具現す

るための恒久的施設」としての公民館」

（『月刊社会教育』2017年5月号）と、公民

館を「町村民に対し新憲法の精神を日常生

活に具現するための恒久的施設」と定義し

ているんです。公民館というのは憲法の精

神を日常生活に具体化するための施設なん

だといっているんです。その精神というの

を私はもう一回そこに立返り，公民館のあ

り方というものを考えていくことが必要だ

と思います。 

ところがご存知のように今大変な事件が

起きています。埼玉県の三橋公民館という

ところで、３年前の 2014年 6月ですが、そ

の公民館で活動している俳句会が毎月秀句

として１句を選んで公民館だよりに載せて

いたわけです。ちょうど集団的自衛権が議

論されていたその時期に三橋俳句会が選ん

だ句は「梅雨空に『９条守れ』の女性デモ」

というものでした。それを出したら公民館

職員がこれを掲載しませんでした。公平性

中立性の問題或いは世論を二分するような

ものは掲載できないということでした。皆

さん公務員というのは憲法を守るのは義務

ですよね。公民館職員が９条守れの女性デ
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モと詠んだ句を公民館だよりに掲載しない

などということは本来ありえないことなん

ですけれども、そういう事が実際に起こり

ました。それから 1 年間、その句を詠んだ

方も公民館運営審議会も市民もいろいろな

取り組みを行ったのですが、結局らちがあ

かなくて、２年前にその句を詠んだ方がさ

いたま市を訴えて裁判を起こしたわけです。 

その判決がこの間 10 月 13 日にありまし

た。原告の方は表現の自由や公民館の学習

権という憲法で規定されている権利の侵害

であるということを訴えて争いました。さ

いたま地裁判決は「・・・したがって、三

橋公民館及び桜木公民館の職員らが、原告

の思想や信条を理由として、本件俳句を本

件たよりに掲載しないという不公正な取扱

いをしたことにより、法律上保護される利

益である本件俳句が掲載されるとの原告の

期待が侵害されたということができるから、

三橋公民館が、本件俳句を本件たよりに掲

載しなかったことは、国家賠償法上、違法

というべきである。」という違法判決を出し

たわけです。 

国家賠償法上の掲載されなかった事に対

する賠償を求めている裁判だったので、賠

償額は 200 万という要求にしていたんです

が、結局認められた額は５万円でした。５

万円でも思想信条を理由に不公正な取扱を

したということを裁判所が認めたというこ

とは意義深いことだと思っています。思想

信条の自由というのは正に憲法で保障され

ている基本的人権です。ですから思想信条

を理由にというその背景には、基本的人権

の侵害というものがあるかと思います。こ

うやって三橋公民館の行った行為について

違法であるということを明確に裁判所が認

定したわけです。 

ところがその 1 週間後の 10 月 20 日にさ

いたま市議会が自民・公明・民進系の賛成

で控訴しました。私が聞いた範囲では、首

長部局ではなくてどうも教育委員会が控訴

を決めたという話しも伝わっています。で

も、やはり何故教育委員会があるのか、こ

れは一般行政から独立した行政委員会です

ので、どんなに制度が後退させられ地方教

育行政法が改悪されたとしても、一般行政

から独立した行政委員会であるという基本

的な性格は無くなってないんです。そうい

う中で教育委員会が控訴を決めたというの

は、本当に世の中はここまで来たのかと思

いました。さいたま市長が市議会に出した

議案の中には「判決は容認できない」と書

いてあるんです。ということは思想信条を

理由に不公正な取扱をしたことが認定され

たことを容認できないということです。暗

たんたる気持ちになりましたね。結局、東

京高裁にさいたま市が控訴すると、それに

対して原告の側はそもそも公民館だよりへ

の俳句の掲載を要求を出していたわけです

が、掲載しないのは違法であるということは

認定して５万円の損害賠償を認めたわけです

けれども、掲載して欲しいという要求は認め

ていないものですから、そういうことで原告

も控訴しました。だいたい 1 年くらいで東京

高裁の判決が出るのではないかと思います。 

こういうことが全国各地の公民館や社会

教育施設の場で起きているわけです。例え

ば東京のあきる野市というところでは、あ

る市民団体のチラシに戦争法という言葉が

書いてあって、これはけしからんといって

チラシの掲載を拒否されたということがあ

ります。これは市民の方たちが相当運動し

て撤回させましたので、これは大変な運動

で成果がありました。長野県の池田町では
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政党の公民館使用をいったん認めながら教

育委員会が取り消しをするということが起

きています。だからこそ私たちは公民館と

いうものが学ぶ自由といいますか、社会教

育の自由というものを憲法に従って保障し

ていく大事な機関として今後もそういう場

にしていくことが重要だと考えています。

 

１．あらためて公民館の原点に立ち戻る 

そういう意味で、あらためて公民館の原

点に立ち戻るということで、昭和 21年に、

寺中作雄さんという戦前の内務官僚ですが、

戦後公民館を構想して、「公民館の建設」

（寺中作雄「公民館叢書」第一編 1946 年

12 月）で、こう言っているんです。「・・

第一に民主主義を我がものとし、平和主義

を見についた習性とする迄にわれわれ自身

を訓練しよう。・・第二に豊かな教養を身に

つけ、文化の香高い人格を作る様に努力し

よう。・・第三に身についた教養と民主主義

的な方法によって、郷土産業を興し、郷土

の政治を立て直し、郷土の生活を豊かにし

よう。」非常に大事な平和と民主主義という

ものを訴えているわけです。 

そして文部省は昭和 21年に文部事務次官

通牒「公民館の設置運営について」という

のを出します（1946 年 7 月 5 日）。ここで

は、公民館の趣旨及目的として「これから

の日本に最も大切なことは，すべての国民

が豊かな文化的教養を身につけ，他人に頼

らず自主的に物を考え平和的協力的に行動

する習性を養うことである。そして之を基

礎として盛んに平和的産業を興し，新しい

民主日本に生れ変ることである。その為に

は教育の普及を何よりも必要とする。・・公

民館は全国の各町村に設置せられ，此処に

常時に町村民が打ち集って談論し読書し，

生活上産業上の指導を受けお互いの交友を

深める場所である。それは謂はゞ郷土に於

ける公民学校，図書館，博物館，公会堂，

町村集会所，産業指導所などの機能を兼ね

た文化教養の機関である。それは亦青年団

婦人会などの町村に於ける文化団体の本部

ともなり，各団体が相提携して町村振興の

底力を生み出す場所でもある。この施設は

上からの命令で設置されるのでなく，真に

町村民の自主的な要望と努力によって設置

せられ，又町村自身の創意と財力とによっ

て維持せられてゆくことが理想であ

る。・・・・」と書いてあります。「町村振

興の底力を生み出す場所」であるといって

いるんです。公民館というのは、地域づく

りまちづくりといいますか、そういうとこ

ろの拠点の施設、或いはそういう地域づく

りまちづくりの住民・市民の底力を生み出

していく施設であるというようないい方を

して、平和と民主主義を一番大事にして公

民館を作っていこうということで全国に呼

びかけたわけです。 

「公民館運営上の方針」では、①公民館

は町村民が集って教えあい導きあい互いの

教養文化を高める為の民主的な社会教育機

関 ②町村自治向上の基礎となるべき社交

機関 ③郷土産業活動を振い興す原動力と

なる機関 ④民主主義的な訓練の実習場 

⑤中央の文化と地方の文化が交流接する場 

⑥青年層こそ新日本建設の推進力となるべ

きもの ⑦郷土振興の基礎をつくる機関 

ということが書いてあります。                 

「民主的な社会教育機関」であるという

ことをいっています。それから「町村自治」
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といっています。住民自治、住民の自治能

力を高めていくというところが公民館の役

割なんです。住民が学習を通して自治能力

を高めていく、或いは自分達の地域づくり

まちづくりの力を付けていくというところ

が重要な社会教育施設の役割であります。 

「自治」という言葉が実は社会教育施設

を考えるときのキーワードであるというこ

とを私は改めて考える必要があると思います。 

それから「郷土産業活動を振い興す原動

力となる機関」というのも大変重要で、社

会教育施設というのは地域経済という問題

とちょっと距離が置かれていて、どちらか

というとやや教養的な趣味的な実技的なも

のに社会教育の学びがシフトしているので

はないかという批判はずっとあるんです。

本来社会教育にどんな課題を取り上げるか

ということにタブーはないわけです。特に

郷土産業、今でいうと地域経済をどうやっ

て活性化していくのかということは重要な

課題です。図書館は図書館なりに様々な事

業を展開していますし、公民館も様々な郷

土の産業に関わった取り組みを進めていく

必要があります。戦後初期の場合には必然

的にそういう問題に向かわざるを得なかっ

たということもあります。例えば九州の今

は久留米市になっている水縄公民館は、戦

後初期の公民館の中で生産公民館と言われ

たんです。村の生産と結びついた公民館活

動があったんです。今私が住んでいる船橋

市高根公民館では、農業新聞にも取上げら

れたことがあるんですけれども、枝豆まつ

りというのをやりました。船橋は農業が盛

んなところで、公民館が地域農業を支えて

いこうということで、枝豆というとビール

なのでサッポロビール千葉工場も実行委員

会に入ってもらったりして、学校とも連携

しながら枝豆を使った様々な料理をやりな

がら、千葉と埼玉と輸入した枝豆を食べ比

べてやっぱり地元で採れたものが一番美味

しいということになるんですけども、そう

いう地域の農業と繋がった事業を実施して、

農業関係者の中でも評価をされた事業が展

開されました。 

それから４つ目は「民主主義的な訓練の

実習場」ということです。５番目は「中央

の文化と地方の文化が交流接する場」、６番

目の「青年層こそ新日本建設の推進力とな

るべきもの」というのがあります。なかな

か社会教育の場面に若い人達が来ないとい

うことがずっと課題になっているんですけ

れども、しかしそれは努力をしていないだ

けで、努力すれば結構青年たちって集まる

こともあります。一つの事例をいいますと、

福井市は公民館が小学校区ごとにあるんで

す。市長さんが特に若者に関心を持ったと

いうこともあるんですけれども、それぞれ

の公民館ごとに青年のグループを作ろうな

どということで、公民館が主体となって地

域の青年グループが生まれ始めたりという

こともあります。７番目が「郷土振興の基礎

をつくる機関」です。全体として公民館とい

うのは地域づくりまちづくりということです。 

もう一つ、昭和 21年は占領下であります

ので、公民館政策についてもＧＨＱがＯＫ

しなければ通りません。多分それとの関係

もありまして、公民館を誰が運営するのか

という時に、公選制公民館委員会が構想さ

れるわけです。議員選挙と同じように住民

が選挙して、選ばれた方たちで公民館を運

営する。その公選制の公民館委員会構想を

受けたのが現行の公民館運営審議会です。

社会教育施設というのは住民が運営に参加

するという考え方をずっと持っているわけ
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です。公民館には公民館運営審議会が、図

書館には図書館協議会が、博物館には博物

館協議会があるわけです。そういうふうに

して住民参加で社会教育施設を運営すると

いう考え方というのは当初からあるんです。 

昭和 21年に公選制の公民館運営委員会を

呼びかけて、昭和 23年に教育委員会の公選

制が始まるわけです。教育委員会の公選制

が始まるので公民館の公選制の運営委員会

というのは屋上屋を重ねるようなところも

あったものですから、昭和 24年に社会教育

法ができますけども、そこでは公民館運営

審議会という形になりました。公選制の公

民館委員会よりはシステムとしては後退し

たというふうに思いますけれども、住民参

加で公民館を運営していくんだということ

を考えたわけです。 

昭和 24年に社会教育法ができて公民館が

規定されるんですけれども、公民館長さん

を任命する時にはあらかじめ公民館運営審

議会の意見を聞かなければいけないという

条文がありました。今はありません。1999

年の地方分権一括法の時に社会教育法の公

民館長任命に当たってあらかじめ公民館運

営審議会の意見を聞かなければいけないと

いう条文が削除されたんです。そのほかに

も、公民館運営審議会は必置制で、図書館

協議会と博物館協議会は置くことができる

という任意設置でした。そういう差があっ

たんですが、1999 年の法改正で公民館運営

審議会も任意設置になり後退しました。自

治体ではいまお金がないとか、行財政改革

が進められている中では審議会というのは

置いても置かなくてもいいんだということ

になったら、当然、設置しないと判断する

自治体がどんどん増えて行ったわけです。 

ですから 1999年の地方分権一活法という

のは、権限を国から自治体に降ろして、確

かにいくつかの部分では大事な改正もあり

ました。しかし、住民の自己決定権の拡大

が地方分権一括法の趣旨だったのに、特に

社会教育関係の法律、社会教育法、図書館

法、博物館法がそうですけれども、住民が

持っていた住民自治の権限がほとんど廃止

させられました。地方分権一括法の名のも

とに住民の自己決定権や住民参加、住民の

意思反映の機関というものが著しく後退さ

せられたということがあるわけです。そう

いうことがずっと系統的にやられていると

いうふうに思います。 

 

２．権利としての社会教育を憲法・教育基本法・社会教育法との関連構造において捉える 

私たちは社会教育を権利として捉えると

いうことをずっと言ってきました。社会教

育を考えるときに、考え方として憲法と教

育基本法と社会教育法というものを３つ一緒

に考えるということがすごく重要だと思いま

す。社会教育法は教育基本法の精神に則り制

定されていると書いてあります。教育基本法

は日本国憲法の精神に則りと書いてあります。 

2006 年に教育基本法は第１次安倍政権で

改悪されました。一番の論争点は愛国心の

問題でした。その改悪された教育基本法も

日本国憲法の精神に則りという言葉はもち

ろん書いてあるわけです。当時の文部科学

大臣は、私たちはこの教育基本法を自民党

の憲法改正草案と整合するように変えたと

国会で答弁したことがありました。私はそ

れを聞いた時に耳を疑いましたけれども、

現行憲法があるにもかかわらず自民党が変

えたいという改正草案に沿って教育基本法

を変えたんだということを言ったわけです。
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ですから現行の 2006年の教育基本法を読む

ときに自民党の憲法改正草案との関係で読

まないと本質が見えてこないわけです。何

故 1947年の教育基本法を変えたのかという

と、自民党の憲法改正草案、要するに憲法

改正のために教育を変えていくわけですか

ら、教育というのはいつもそうやって手段

化されるわけです。憲法を変えるために教

育が変えられたということです。自民党の

憲法改正草案には国防軍が書いてあったり、

前文を読むと明治憲法かと思うような内容

が書いてあります。でもあれを読むと、国

や郷土を愛するということが中に入ってく

るというのがよく分かります。明らかに若

者に国や郷土を守るという気持ちを植え付

けようというようなところで出てきている

んだと思います。ですから今大変な瀬戸際

にありますけれども、憲法、教育基本法、

社会教育法、この関係の中で権利としての

社会教育というものを考える必要があります。 

日本国憲法第 26条は「すべて国民は、法

律の定めるところにより、その能力に応じ

て、ひとしく教育を受ける権利を有す

る・・・。」と書いてありますが、「すべて

国民は」と書いてあります。教育を受ける

権利というのは別に子どもや若者だけでは

ありません。すべて国民はということです。

考えてみますとこの第 26条は生涯教育、生

涯学習という考え方を持っているといえま

す。最高裁判決の中でも、国民が学習する

固有の権利、私たちは学習権という言葉を

使いますが、教育を受ける権利というのは

何となく受動的ではないかという人がいる

んですが、確かにそういう部分もあるので、

「教育を受ける権利」というのを「教育へ

の権利」といったりとか、それから、もっ

と積極的に学習権といって、この学習権と

いう言葉も最高裁の判決に出てくる言葉で

ありますので、地域住民の学習権或いは生

涯にわたる学習権保障ということが実は社

会教育施設の一番の軸になるということです。 

それは憲法でいうと、11 条、12 条、13

条にあります。第 11 条は、「この憲法が国

民に保障する基本的人権は、侵すことので

きない永久の権利として、現在及び将来の

国民にへられる」とありますので、教育を

受ける権利というのは基本的人権として永

久の権利である。侵すことのできない永久

の権利だといっているわけです。ところが

後でお話ししますように、今教育を受ける

権利というのはどんどん商品化され、市場

原理の中にどんどん入れられているわけで

す。だから、学ぶということは基本的人権

であって、これは侵すことのできない永久

の権利なんだという、ここのところが本当

に私たちは社会教育を考えるときに一番大

事なところだと思います。そして第 12条で

は、「この憲法が国民に保障する自由及び権

利は、国民の不断の努力によつて、これを

保持しなければならない。」と。ですから権

利としての社会教育を私たちが守るための

不断の努力というのをしていかなければな

らないということだと思うんです。そして

13 条では、「すべて国民は、個人として尊

重される。生命、自由及び幸福追求に対す

る国民の権利については、公共の福祉に反

しない限り、立法その他の国政の上で、最

大の尊重を必要とする。」幸福追求権ですね。 

ですから改めて権利としての社会教育と

いうものを憲法上の基本的人権の中に位置

付けてみるということがすごく重要だと思

います。そういうことがどんどん崩されて

いる例として指定管理者制度の問題がある

と思います。 
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３．千葉市公民館への指定管理者制度導入で問われたもの 

私は千葉市で指定管理者制度の問題につ

いても導入については慎重審査をずっと求

めてきましたので、その経験も紹介しなが

らお話をしたと思います。 

政令指定都市(以下「政令市」)は全国で

20 あります。政令市というと大都市という

イメージがありましたけれども、今はどん

どん変わって、人口が 70万人以上で政令市

になります。政令市になると区行政という

のが出来ます。区ができるとだいたい社会

教育施設というのは区をレベルに合理化さ

れるんです。今千葉市には中学校区ごとに

47の公民館があります。千葉市は1992年に

政令市に移行しましたが、政令市になる前

は 45の公民館全部に公民館運営審議会があ

ったんです。1 つの公民館に 10 人いますか

ら 450 人の委員がいたんです。ところが政

令市になって区ができると、区ごとにまと

められるわけです。財政改革といいますか

合理化で区ごとに中核公民館ができ、中核

公民館の職員を厚くして、地区公民館から職

員を引き上げたりというようなが行われます。 

そういうことは合併市でも行われます。

東京の西東京市は保谷市と田無市が合併し

たところです。保谷市には３つの公民館が

あり、田無市にも３つの公民館があり、全

部独立した公民館だったんです。それが合

併してどうなったか。柳沢公民館というの

が西東京市の中央館になりました。中央館

と分館で差別化されて、さらにある分館を

分室というふうにしてしまったんです。で

すから今中央館があって、中央館のもとに

１つの分室があり、後は分館という体制に

なりました。公民館体制というものが合併

を通してどんど崩されていったということ

です。 

実はさいたま市もそうなんです。さいた

ま市の三橋公民館で何故あんな事件が起き

たのかというと、市のトップに生涯学習総

合センターが出来ます。今区が 10区ありま

すが、区ごとに拠点公民館というのがあり、

その下に地区公民館があって、中央館、拠

点館、地区館というヒエラルキー構造が政

令市になって作られたんです。権限が地区

館から奪われていくわけです。住民に一番

身近な地区館の公民館体制というのが弱め

られる。地区公民館の自己決定権というの

が後退させられるわけです。そういう構造

が出てくるんです。 

千葉市もそういう中核公民館体制に移行

しました。公民館運営審議会の委員が 450

人いたのに、千葉市はいま６つの区ごとに

公民館運営審議会を置くように合理化した

ので、１つの審議会が 15 人で 90 人になり

ました。 

指定管理者の問題というのは 2003年の地

方自治法の改正以降ずっと出ていました。

「千葉市公民館を考える会」というのを作

ったのは、指定管理の前に実は有料化問題

というのが出ていました。公民館有料化問

題というのも今各地で問題が噴出してきて

いますが、最近ですと神奈川県の相模原市

が有料化を決めました。千葉県ですと木更

津市がこの間の９月議会で有料化を決めま

した。先程権利としての社会教育といいい

ました。学ぶということが人権であって、

権利であって、公共的な性格を持っている

ということになれば、当然教育の権利性や

公共性というところから無償性という考え

方が出てくるのは当然だと思います。それ

がどんどん社会教育の世界では崩されてい

るわけです。図書館法は第 17条で無料規定



 

１２ 

 

というのをもっています。博物館法も無料

規定をもっています。ただ、博物館法はた

だし書きがあるから有料になっていますけ

れども、無料の博物館もあります。図書館、

博物館が無料規定を持っているのに公民館

は法律に無料規定がないんです。これはい

ろいろな歴史的な経過で公民館は無料であ

るという歴史が作られてきたというふうに

私は思っているんですが、残念ながら法律

に無いんです。図書館法は 17条があるので、

これがある限り公共図書館の無料制という

のは崩れないと思います。しかし可能だっ

たら 17条も無くそうという動きはずっとあ

ります。特に地方分権がらみの規制緩和も

含めていわゆる義務付けだとかというもの

を無くしていこう動きの中で、図書館法 17

条なども課題として挙げられているという

ことがあるわけです。ですから今の有料化

問題というのは非常に大きな問題を私たち

に投げかけていると思います。 

・千葉市公民館を考える会 

千葉市もそういうことをやってきたので、

「千葉市公民館を考える会」というのを作

ったんです。ずっと議論してきてその後に

指定管理者問題というのが出てきたので、

それについて私たちはずっと考えてきまし

た。千葉市には「としょかんふれんず千葉

市」というのがあって、住民の方たちが図

書館についていつも政策的な提言をするん

です。全国で図書館友の会みたいなものが

沢山あるかと思うんですが、「としょかんふ

れんず千葉市」は凄いグループだと思って

います。というのは、千葉市には生涯学習

センターと中央図書館がありますが、生涯

学習センターは指定管理で財団に委託され

るんですが、中央図書館は同じ建物にある

んですけれども教育委員会直営なんです。

どうしてか、当時、市民の方たちの図書館

のグループは「千葉市図書館を考える会」

というのがあったんです。この会はずっと

運動していて、その運動の成果で図書館は

直営として残ったんです。常に市民が政策

的な提言を行政にしていくというのは凄く

重要なことです。 

私は千葉大学に来た時に「千葉市公民館

を考える会」みたいなものをずっと作りた

いと思っていたんですが、なかなかできな

かったんですけれども、有料化を契機に

「千葉市公民館を考える会」ができて、随

分いろんなことをやりました。それで指定

管理者制度の問題が出てきてからも、図書

館関係者と一緒になって指定管理の問題を

考えようということでした。千葉市には現

在 47の公民館があるんですけれども、その

うち 21の公民館に公民館図書室というのが

あるんです。この公民館図書室は千葉市の

図書館ネットワークの中に入っているわけ

です。元々図書館だったのに公民館の側に

移されてしまったというので、図書館関係

者は公民館図書室を図書館分館にしろとず

っと要求しているんですけれども、今回公

民館の指定管理者制度が問題になってきた

時に公民館図書室も指定管理に移行してし

まうわけですから、図書館の方たちと一緒

に３回フォーラムをやりました。そのうち

の２回目は片山義博さんを呼んで学習会を

やりました。230 人くらい集まりました。

この時は県議会議員や市議会議員の方も随

分来てくださいまして、そのくらいインパ

クトを持った集会にして指定管理を止めよ

うと考えたんですけれども、片山さんは、

図書館については指定管理には馴染まない

と明確にハッキリ言いますが、公民館につ

いては指定管理制度は馴染まないとは言わ
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ないところがあります。でもとてもいい講

演をしてくださいました。 

この間、公民館を考える会では、12 回公

民館フォーラムをやりました。いつも千葉

市の市民に向けて一緒に公民館の指定管理

の問題を考えようということでやってきま

した。市長、教育委員会に４回の要望書を

提出して、２回陳情を出しました。私たち

は反対というとなかなか議会で多数を占め

ることは出来ないので慎重審議をして欲し

いという陳情を出しました。2016 年６月議

会に出した時には継続審議になりました。

共産党、市民ネットも含めてずっと継続審

議になっていたんですけれども、去年の 12

月段階で自民党が賛成して採択されたです。

ところが、この間の６月議会で指定管理者

制度導入の条例改正案が通ってしまいまし

た。自民党は慎重審議に賛成しておきなが

ら、結局最終的には指定管理に賛成したん

です。丁度その間に市長選挙があったもの

ですからそういう政治的な動きをしたのか

なと思います。 

・社会教育委員会議の在り方 

私は実は千葉市の社会教育委員会議の副

議長やっているんですけども、社会教育委

員会議で指定管理に疑問を出し続けたのは

表立っては私 1 人でした。社会教育法とい

うのは教育委員会が社会教育委員会議に諮

問すると書いてあるんです。私が諮問しろ

といってもなかなか教育委員会は諮問しま

せん。指定管理についてどう考えるのかと

いうことについて教育委員会が諮問すれば

みんなで考えるということになるんですけ

れども、一切そういうことをしないで、教

育委員会事務局が指定管理の案を出し、そ

れに委員が意見を言うというパターンでした。 

ある時は信じられないことに、議題の３

番目に公民館のあり方というのがあって、1

番目２番目は公開しているのに、３番目に

なったら、何と情報公開条例を盾に非公開

にしたんです。それで市民を追い出してし

まったんです。私は副議長なので議長の隣

にいて、非公開にするのはおかしいじゃな

いかと言い続けたんですけれども、結局非

公開となりました。 

それから去年の３月に指定管理の案が出

るんですけれども、３月に社会教育委員会

議に案が出て、６月議会、９月議会、12 月

議会とどんどん進んでいくんですけれども、

その議会に出す指定管理の案が３月の社会

教育委員会議に出た案と違う案が出されま

す。要するに社会教育委員会議にかけられ

ないで事務局で修正していくわけです。私

はそれはおかしいんではないかと何度も言

っているんですが、教育委員会事務局はこ

れは市民に分かり易く伝えるために変えて

いるので基本的な事柄は変わっていない、

というんですけれども、私から言わせれば

大変な問題を文言の中に抱えているという

ことを言ってきました。これも本当に問題

で、今度日本公民館学会というところの紀

要に千葉市における指定管理者制度の導入

についてその問題点を書きましたので、ご

参考にしていただければと思います。 

それからもう一つ、指定管理というのは、

まず公民館条例を改正して、その次に指定

管理者を議決します。６月議会の時に公民

館の条例を改正するんですけれども、公民

館条例を改正する前に当然教育委員会にか

けます。その教育委員会に条例改正案を出

した時に、教育委員会はその議案を非公開

にしたんです。そして６月の議会に出た時

には市民は何も知らない段階で議会に条例

改正案が出て、議決されてしまうという本
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当に非民主的なやり方だと思うんですけれ

ども、そういうことを教育委員会自体がや

ったということです。 

ですから私は千葉市の指定管理の問題を

指定管理そのものも大変な問題があるんで

すけれども、指定管理にしていくそのプロ

セスという中で市民参加も否定され、そし

て民主主義的な手続きも全部壊されて決め

られていくということがあります。議会の

教育未来委員会が慎重審議を議決して、そ

の採択されたものは当然千葉市長のところ

に行って、市長は教育委員会に慎重審議を

付託するのは当たり前のことです。ところ

が慎重審議が委員会で可決されても千葉市

教育委員会は千葉市民に対して指定管理導

入を前提に説明会を続けるんです。議会の

意思として「慎重審議」を表明しているの

に、教育委員会事務局は市民に導入します

といって説明会を続けるんです。6 月 12 日

の非公開になった教育委員会の前日 11日ま

でその市民への説明会を続けるんです。市

民に説明会をしたら市民がどんなことを言

ったとかいろんな意見が出てくるではない

ですか、そういうのを精査して教育委員会

が考えなきゃいけないのに、6 月 11 日まで

ぎりぎり説明会をやって、6 月 12 日の教育

委員会で条例改正案を決めているんです。

市民に聞くというのは全くのアリバイという

ことが分かります。まともにきちんと意見を

聞こうなんて考えていないことが分かります。
 

４．習志野市で何が起こっているかー習志野市大久保地区公共施設再生事業 

習志野市は公共施設再生計画で全国トッ

プの自治体だとかいわれていますが、本当

に酷い状況になっています。 

2008 年に「公共施設マネジメント白書」

が出て、2014 年 3 月に「習志野市公共施設

再生計画」が出され、そして 2016年 9月に

PFI の公募プロポーザル方式というのをや

るんです。４グループから公募が出てくる

んですが、そのうちの３つがなぜか辞退し

ます。提案審査委員会では 1 グループのみ

審査して決めるわけです。これでは公募プ

ロポーザル方式の意味はないと思います。

習志野市の PFI 導入指針では５つの原則と

いうのがあるんです。公共性・民間経営資

源活用原則・効率性・公平性・透明性の５

つです。透明性は事業の発案から終了に至

る全過程を通じて透明性が確保されること

といっています。 

ところが、提案審査委員会での第 1 回の

会議で非公開を決定するんです。そして

2017年 3月に PFI の事業契約を締結します。

72億 3000万で 23年間です。そしてその契

約締結後にホームページで公開するんです。

ホームページを全部見て、公民館、図書館

とか体育館とかいろんな関連施設を全部大

久保という地域で壊して新しい建物を造る

んですけれども、何とそこに単身者用のマ

ンションを造るんです。公共施設再生計画

なのにマンションを造るんです。何でマン

ションを造るのか意味が分かりません。何

故かというと PFI を受けた中心事業者はス

ターツという不動産関係の会社です。です

から、駅前の一等地に自分達で造る。習志

野市から１年 500万円で土地を借りて 50年

間と言っていました。習志野市というのは

そうやってどんどん土地を民間に売ったり

しています。PFI というのは民間事業者が

民間付帯事業というのができるんですが、

公共施設再生計画なのでその計画と関係の

ある事業でなければいけないんです。この
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間、８月の市民説明会に行ったときに、行

政は３、４人しかいないで、事業者が 10数

人いるわけです。PFI っていうのはご存知

のように中心事業のほかに沢山の企業が関

係してやりますので、SPC という特別目的

会社というのをつくりまして、その中心が

スターツです。なぜこんなマンションを造

るのだと、そうすると事業者は、いや習志

野市で若者にボランティア活動をやっても

らうんだというんです。ボランティア活動

をやっている若者を優先的に入れるという

んですけれども、なんかよく分かりません。

そしてそこに入ってくる若者に地域貢献活

動をやってもらいたいと。このようなこと

をマンションに入る条件にするなんていう

事は普通では考えられないと思いませんか。

そういうことが現実に起こっているんです。 

委員会の議論の中では「住居の提案だが、

駅前の一等地をワンルームマンションに使

うメリットがあるのか」と委員が聞いてい

るわけです。それから社会貢献を求めると

いうのには「若者に社会貢献を求めるのは

非常に難しい」と委員長が言っているんで

す。「利用者から得る収入は・・民間事業者

の収入となる」、「公民館についてはコミセ

ン的な空間だけ・・」これも委員長が言っ

ています。「複合化についてのメリットが説

明文になかった」、「全体として何をするの

かという方向性についての記載が全くない」、

「要は言葉だけで何も提案がない」、「図書

館でロボットが案内するというところが少

し疑問」、「提案内容について構想・計画と

も全て標準以上をつけることはできない」、

「図書館に関する部分での質疑は最低点よ

りも低い」、結局、委員会の議事録を全部読

むと「やらないよりやったほうがいい」と

書いてあるんです。これで税金を何十億と

掛けるんです。 

８月の市民説明会では、「図書館とマンシ

ョンのバルコニーが向かいあっている。こ

れが基本設計とは情けない」「公民館の事務

室がない」（総合エントランスで対応）、「統

合される屋敷公民館・ゆうゆう館・などか

らは遠くなる」屋敷公民館というのが廃止

されるんです。習志野市というのは中学校

区に７つ公民館があったんですが、これが

公共施設再生計画で２つしか残らないんで

す。あとの５つは統合されたりとかで無く

なるです。こうやって住民に身近な公民館

が公共施設再生計画という名のもとに廃止

されていくわけです。屋敷公民館というの

は実によい公民館だったんですが、この計

画の中で無くなっていくんです。それから

市民の方からSPCの電話番号がよく分らな

いと聞いたら、SPC のスターズの人が「電

話はこれから引く」と言ったんです。「一等

地を民間に貸すのではなく市にふさわしい

施設にしてほしい」「大久保の踏切では５人

が亡くなっている」「『誕生！！みんなが集

い交わる生涯学習と市民活動の拠点』とい

いながら説明会になぜ教育委員会がきてい

ないのか」というような意見が出てきたん

ですけれども、聞いていてちょっと悲しく

なってしまいます。こうやって民間に全部

丸投げして進められていくわけです。 

私は今日この後、西東京市の柳沢公民館

に行くんですけれども、柳沢公民館は、何

と設計段階から市民参加の建設委員会を作

っています。カーテンの色は何色にしよう

とか、床はどうしようかとか、そうやって

市民の方たちが議論しながら作ったんです。

それが本当の公共施設再生計画だと皆さん

思いませんか。住民と職員と専門家が一緒

になって施設を造っていくという、皆んな
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で知恵を出し合って造っていくというのが

当たり前だと思うんですけれども、それを

全部民間に PFI・PPP の名のもとに流し込

まれていっているわけです。 

 

５．地域住民の学習権保障に果たす地域・自治体の課題 

自治体の社会教育行政というのは、人権

としての学習権保障の重要な場なんだと、

それから、社会教育委員会議とか公民館運

営審議会、図書館協議会、博物館協議会と

かそういう市民参加の委員会もあるわけで

すから、そういう委員会を活用すること、

社会教育を考える会・公民館を考える会・

公民館を守る会・・・など市民による社会

教育を学ぶ公共の広場づくりを進めていく

ことが大事なのかなと思います。 

暮らしと生き方を支え、地域の課題と向

き合う学びの構築がいまこそ求められていま

すし、その土台に公民館での憲法学習を位置

づけていくことが求められていると思います。 

＊1963 年の「枚方テーゼ」（『社会教育を全

ての市民に』枚方市教育委員会）「1.社会

教育の主体は市民である。2.社会教育は

国民の権利である。3.社会教育の本質は

憲法学習である。4.社会教育は住民自治

の力となるものである。5 社会教育は大

衆運動の教育的側面である。6.社会教育

は民主主義を育て、培い、守るものである。」 
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